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 平成２０年度の調査審議等の状況 

（平成２０年４月～平成２１年３月） 

 

 

Ⅰ 全体 

 

１ 諮問・答申件数 

   平成２０年度の諮問件数は１，１５４件，答申件数は９５０件，未済件数は７３５件

となっている。 

なお，平成１３年度から平成２０年度までの総諮問件数は６，４２５件，総答申件数

は５，４３２件となっている。 

 

○情報公開関連と個人情報保護関連の総計 

［平成２０年度］                 （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 

行政機関 １，０３１ ８２１ ７２ 

独立行政法人等 １２３ １２９  ５ 

累  計 １，１５４ ９５０ ７７ 

 

［平成１３年度～平成２０年度］                  （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 未済件数 

（年度末） 

行政機関 ５，７１０ ４，８８６ ２１９ ６０５ 

独立行政法人等 ７１５ ５４６ ３９ １３０ 

累  計 ６，４２５ ５，４３２ ２５８ ７３５ 

（注）答申件数の行政機関と独立行政法人等の別は諮問時の別による。 

 

２ 答申結果の分類 

平成２０年度に出された答申件数（９５０件）のうち，諮問庁の判断は妥当でないと

したもの（一部妥当でないとしたものを含む。）は，１７７件（１８．６％）である。 

 

諮問庁の判断は妥当でないとしたもの ４６（ ４．８％） 

諮問庁の判断は一部妥当でないとしたもの １３１（１３．８％） 

諮問庁の判断は妥当であるとしたもの ７７３（８１．４％） 

 

３ 中間答申 

平成２０年度においては，運営規則２４条３項の規定に基づく中間答申の実績はなか

った。 
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４ 取下げ 

   平成２０年度における諮問事件の取下げは，合計で７７件である。このうち，情報公

開関連は５７件（行政機関５３件，独立行政法人等４件），個人情報保護関連は２０件

（行政機関１９件，独立行政法人等１件）である。 

取下げの理由をみると，全部開示したものは５件，改めて開示決定等を実施したもの

は２件，不服申立人の自主的な取下げは６９件，その他（却下等）１件となっている。 

 

５ 平均処理期間・審議回数 

   平成２０年度の答申（９５０件）について，平均処理期間は１９１．２日，平均審議

回数は１．９回であり，最短の事件では２７日で処理が終了しており（平成２０年度（行

情）答申４０２号，平成２０年度（行情）答申４０３号，平成２０年度（行情）答申４０４号，平成２

０年度（行個）答申１７８号，平成２０年度（行個）答申１７９号），最長の事件では１，６３６

日かかっている（平成２０年度（独情）答申第５７号）。 

   なお，答申までの所要日数の分布をみると，次のとおり，２か月で答申をしたものが

最も多く，次いで３か月で答申したものとなっている。 

 

所要日数 答申数（件） 割合（％） 

１か月以内に答申      ８ ０．８ 

２か月以内 ２０３ ２１．４ 

３か月以内 １１９ １２．５ 

４か月以内 ４４ ４．６ 

５か月以内 ９５ １０．０ 

６か月以内 ８８ ９．３ 

７か月以内 ９１ ９．６ 

８か月以内 ５３ ５．６ 

９か月以内 ４４ ４．６ 

１０か月以内 ４１ ４．３ 

１１か月以内 ３０ ３．２ 

１２か月以内 ２２ ２．３ 

４００日以内 ３０ ３．２ 

５００日以内 ２８ ２．９ 

６００日以内 ２１ ２．２ 

６００日超 ３３ ３．５ 

（注）１か月＝３０日として集計 
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６ 各部会の調査審議回数 

   各部会は，原則として１週間に１回のペースで調査審議を行った。 

 

 調査審議回数 

第１部会 ３４回 

第２部会 ３２回 

第３部会 ３１回 

第４部会   ３５回 

第５部会   ３４回 

 

７ 口頭意見陳述及び口頭説明聴取の実績 

平成２０年度の答申（９５０件）についてみると，不服申立人等から口頭意見陳述を

聴取したとする記載のあるものは３件（不服申立人３件）であり，諮問庁から口頭説明

を聴取したとする記載のあるものは１００件である。 

（注）１ 一つの事件について，双方ともに実施される場合もある。 

    ２ 部会又は指名委員による聴取実績である。  

 

８ 指名委員の活動実績 

   平成２０年度の答申（９５０件）についてみると，９４件について，情報公開・個人

情報保護審査会設置法（以下「設置法」という。）１２条に基づき指名委員が口頭意見

陳述又は口頭説明の聴取を行っている。 

 

９ 特徴のある事件 

存否応答拒否事件，不存在事件等の特徴のある諮問事件については，平成２０年度の

状況は以下のとおりであり，不存在事件が全諮問事件数の１２．９％と最も多く，次に

存否応答拒否事件が全体の５．５％と多い。 

答申所要日数 

（件数） 

（所要日数） 
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（諮問）                              （単位：件，％） 

 
情報公開 

個人情報 

保護 
合 計 全諮問件数に占める割合 

不存在事件 １２３ ２６   １４９ １２．９ 

存否応答拒否事件 ５６ ７ ６３ ５．５ 

文書等の特定を争う事件 ２３  ６ ２９ ２．５ 

適用除外事件 ４  ３     ７ ０．６ 

逆ＦＯＩＡ事件 ２２ ０ ２２ １．９ 

行政文書等非該当事件 １ ５     ６ ０．５ 

 

（答申）                               （単位：件） 

 情報 

公開 

個人情報

保護 
合 計 全部を妥当でないとした答申数 

不存在事件  ９７ ２０ １１７ 情報公開６件，個人情報保護２件

存否応答拒否事件 ４７    ６ ５３ 情報公開４件，個人情報保護３件

文書等の特定を争う事件 １８  ２ ２０ 情報公開５件，個人情報保護１件

適用除外事件  １    ４  ５ ― 

逆ＦＯＩＡ事件 ２０    ０ ２０ ― 

行政文書等非該当事件   ０    ３   ３ 個人情報保護３件 

 

９－１ 不存在事件 

  不存在事件については，平成２０年度で１４９件（情報公開１２３，個人情報保護２

６）の諮問を受け，平成１９年度以前の諮問も含め，１１７件（情報公開９７，個人情

報保護２０）について答申を出している。 

この不存在事件に関する答申のうち，妥当でないとされたもの（文書が存在するとさ

れたもの等）は８件あり，情報公開関連が６件（注１），個人情報保護関連が２件（注２）

である。 

（注）１ 平成２０年度（行情）答申第８４号，平成２０年度（行情）答申第１７３号，平成２０年度

（行情）答申第２４０号，平成２０年度（行情）答申第２８５号，平成２０年度（行情）答申

第４６５号及び平成２０年度（独情）答申第８４号 

２ 平成２０年度（行個）答申第２３２号及び平成２０年度（独個）答申第２号 

 

９－２ 存否応答拒否事件 

  存否応答拒否事件については，平成２０年度に６３件（情報公開５６，個人情報保護

７）の諮問を受け，平成１９年度以前の諮問も含め，５３件（情報公開４７，個人情報

保護６）について答申を出している。 

この存否応答拒否事件に関する答申のうち，妥当でないとされたものは７件あり，情

報公開関連が４件（注１），個人情報保護関連が３件（注２）である。である。 

（注）１ 平成２０年度（行情）答申第２６３号，平成２０年度（行情）答申第２７９号，平成２０年

度（行情）答申第３６９号及び平成２０年度（行情）答申第３７０号 

２ 平成２０年度（行個）答申第１９２号，平成２０年度（行個）答申第１９３号及び平成２０

年度（行個）答申第２３３号 

 

９－３ 文書・保有個人情報の特定を争う事件 

  文書・保有個人情報の特定を争う事件については，平成２０年度に２９件（情報公開
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２３，個人情報保護６）の諮問を受け，平成１９年度以前の諮問を含め，２０件（情報

公開１８件，個人情報２件）について答申を出している。 

この文書の特定を争う事件に関する答申のうち，妥当でないとされたものは６件あり，

情報公開関連が５件（注１），個人情報保護関連が１件（注２）である。 

（注）１ 平成２０年度（行情）答申第２９９号，平成２０年度（行情）答申第３２９号，平成２０年

度（行情）答申第４１４号，平成２０年度（行情）答申第４２０号及び平成２０年度（独情）

答申第８５号） 

２ 平成２０年度（独個）答申第１７号 

 

９－４ 適用除外事件 

  適用除外事件については，平成２０年度に７件（情報公開４，個人情報保護３）の諮

問を受け，平成１９年度以前の諮問を含め，５件（情報公開１，個人情報保護４）につ

いて答申を出している。 

この適用除外事件に関する答申のうち，妥当でないとされたものはない。 

 

９－５ 逆ＦＯＩＡ（第三者不服申立て）事件 

  処分庁が開示するとした部分について，第三者が当該部分の不開示を求める逆ＦＯＩ

Ａに関する事件については，平成２０年度に２２件（すべて情報公開）の諮問を受け，

平成１９年度以前の諮問を含め，２０件（すべて情報公開）について答申を出している。 

この逆ＦＯＩＡ事件に関する答申のうち，妥当でないとされたものはない。 

 

９－６ 行政文書等非該当事件 

  行政文書等非該当事件については，平成２０年度に６件（情報公開１，個人情報保護

５）の諮問を受け，平成１９年度以前の諮問を含め，３件（すべて個人情報保護）につ

いて答申を出している。 

これら行政文書等非該当事件に関する答申（平成２０年度（行個）答申第２１９号，平成２０

年度（行個）答申第２２０号，平成２０年度（行個）答申第２２１号）は，すべて妥当でないとさ

れている。 

 

１０ インカメラ 

  平成２０年度の答申（９５０件）についてみると，対象文書又は対象保有個人情報を

見分したとの記載があるのは４２０件となっている。 

（注） 答申の調査審議の経過欄に，「本件対象文書の見分」等と記載されている答申数である。対象文

書が不存在である場合，一定の様式に記入された個人情報であり，その記載項目によって開示・

不開示の判断が可能な場合，存否応答拒否の正当性が争われている場合など，事柄の性格上イン

カメラ審理を要しない場合がある。 

 

１１ ヴォーンインデックス 

平成２０年度の答申（９５０件）についてみると，諮問庁から設置法９条３項の資料（ヴ

ォーンインデックス）の提出を受けたとの記載があるものはない。 

（注） ただし，これをヴォーンインデックスと呼ぶことが適当であるかどうかは別として，諮問庁が

自主的に，あるいは事務局の要請に応じて開示請求対象文書の内容を整理して提出している場合

がある。 

 

１２ 地方での口頭意見陳述聴取の実施 

  平成２０年度に不服申立人等の口頭意見陳述の聴取を地方において行った実績はない。 
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Ⅱ 情報公開 

 

１ 諮問・答申件数 

  平成２０年度の諮問件数は８２５件，答申件数は６７８件，未済件数は６０８件とな

っている。 

なお，平成１３年度から平成２０年度までの総諮問件数は５，７１７件，総答申件数

は４，８８０件となっている。 

 

 ○情報公開関連 

［平成２０年度］                 （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 

行政機関 ７４２ ５８６ ５３ 

独立行政法人等   ８３  ９２      ４ 

累  計      ８２５     ６７８     ５７ 

 

［平成１３年度～平成２０年度］                  （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 未済件数 

（年度末） 

行政機関 ５，１５０ ４，４４７ １９４    ５０９ 

独立行政法人等 ５６７ ４３３ ３５    ９９ 

累  計 ５，７１７ ４，８８０ ２２９   ６０８ 

（注）答申件数の行政機関と独立行政法人等の別は諮問時の別による。 

 

２ 答申結果の分類 

平成２０年度に出された答申件数（６７８件）のうち，諮問庁の判断は妥当でないと

したもの（一部妥当でないとしたものを含む。）は，１３４件（１９．８％）である。 

 

諮問庁の判断は妥当でないとしたもの ３３（ ４．９％） 

諮問庁の判断は一部妥当でないとしたもの １０１（１４．９％） 

諮問庁の判断は妥当であるとしたもの ５４４（８０．２％） 

 

３ 平均処理期間・審議回数 

  平成２０年度の答申（６７８件）について，平均処理期間は２２０．９日，平均審議

回数は２．０回であり，最短の事件では２７日で処理が終了しており（平成２０年度（行情）

答申第４０２号，平成２０年度（行情）答申第４０３号，平成２０年度（行情）答申第４０４号），最

長の事件では１，６３６日かかっている（平成２０年度（独情）答申第５７号）。 

  なお，答申までの所要日数の分布をみると，次のとおり，５か月で答申をしたものが

最も多くなっている。 
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所要日数 答申数（件） 割合（％） 

１か月以内に答申      ３ ０．５ 

２か月以内 ８１ １２．０ 

３か月以内 ６８ １０．０ 

４か月以内 ３７ ５．５ 

５か月以内 ８５ １２．５ 

６か月以内 ７７ １１．４ 

７か月以内 ７４ １０．９ 

８か月以内 ３８ ５．６ 

９か月以内 ３６ ５．３ 

１０か月以内 ３９ ５．８ 

１１か月以内 ２３ ３．４ 

１２か月以内 １９ ２．８ 

４００日以内 ２６ ３．８ 

５００日以内 ２１ ３．１ 

６００日以内 １９ ２．８ 

６００日超 ３２ ４．７ 

（注）１か月＝３０日として集計 
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４ 口頭意見陳述及び口頭説明聴取の実績 

  平成２０年度の答申（６７８件）についてみると，不服申立人等から口頭意見陳述を

聴取したとする記載のあるものは３件（不服申立人３件）であり，諮問庁から口頭説明

を聴取したとする記載のあるものは８３件である。 

（注）１ 一つの事件について，双方ともに実施される場合もある。 

    ２ 部会又は指名委員による聴取実績である。  

 

答申所要日数 

（件数） 

（所要日数） 
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５ 特徴のある事件 

存否応答拒否事件，不存在事件等の特徴のある諮問事件については，平成２０年度の

状況は以下のとおりであり，不存在事件が全諮問事件数の１４．９％と最も多く，次に

存否応答拒否事件が全体の６．８％と多い。 

 

（単位：件，％） 

諮 問 答 申 

区 分 
件数 

全諮問件数に 

占める割合 
件数 

全部を妥当でな

いとした答申数

不存在事件 １２３ １４．９  ９７ ６ 

存否応答拒否事件 ５６ ６．８ ４７ ４ 

文書の特定を争う事件 ２３ ２．８ １８ ５ 

適用除外事件     ４ ０．５     １ ０ 

逆ＦＯＩＡ事件 ２２ ２．７    ２０ ０ 

行政文書等非該当事件     １ ０．１     ０ ０ 

 

５－１ 不存在事件 

  不存在事件については，平成２０年度では１２３件の諮問を受け，平成１９年度以前

の諮問も含め，９７件について答申を出している。 

この不存在事件に関する答申のうち，妥当でないとされたもの（文書が存在するとさ

れたもの等）は，６件（注）である。 

（注） 平成２０年度（行情）答申第８４号，平成２０年度（行情）答申第１７３号，平成２０年度（行

情）答申第２４０号，平成２０年度（行情）２８５号，平成２０年度（行情）答申第４６５号及

び平成２０年度（独情）答申第８４号 

 

５－２ 存否応答拒否事件 

  存否応答拒否事件については，平成２０年度に５６件の諮問を受け，平成１９年度以

前の諮問も含め，４７件について答申を出している。 

この存否応答拒否事件に関する答申のうち，妥当でないとされたものは，４件（注）で

ある。 

（注） 平成２０年度（行情）答申第２６３号，平成２０年度（行情）答申第２７９号，平成２０年度

（行情）答申第３６９号及び平成２０年度（行情）答申第３７０号 

 

５－３ 文書の特定を争う事件 

  文書の特定を争う事件については，平成２０年度に２３件の諮問を受け，平成１９年

度以前の諮問を含め，１８件について答申を出している。 

この文書の特定を争う事件に関する答申のうち，妥当でないとされたものは，５件（注）

である。 

（注） 平成２０年度（行情）答申第２９９号，平成２０年度（行情）答申第３２９号，平成２０年度

（行情）答申第４１４号，平成２０年度（行情）答申第４２０号及び平成２０年度（独情）答申

第８５号 

 

５－４ 適用除外事件 

  適用除外事件については，平成２０年度に４件の諮問を受け，１件について答申を出

している。 

  この適用除外事件に関する答申のうち，妥当でないとされたものはない。 
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５－５ 逆ＦＯＩＡ（第三者不服申立て）事件 

  処分庁が開示するとした部分について，第三者が当該部分の不開示を求める逆ＦＯＩ

Ａに関する事件については，平成２０年度に２２件の諮問を受け，平成１９年度以前の

諮問を含め，２０件について答申を出している。 

この逆ＦＯＩＡ事件に関する答申のうち，妥当でないとされたものはない。  

 

５－６ 行政文書等非該当事件 

行政文書等非該当事件については，平成２０年度に１件の諮問を受けており，平成１

９年度以前の諮問も含め，答申は出していない。 

 

６ インカメラ 

  平成２０年度の答申（６７８件）についてみると，対象文書を見分したとの記載があ

るのは３６０件となっている。 

（注） 答申の調査審議の経過欄に，「本件対象文書の見分」等と記載されている答申数である。対象文

書が不存在である場合，一定の様式に記入された個人情報であり，その記載項目によって開示・

不開示の判断が可能な場合，存否応答拒否の正当性が争われている場合など，事柄の性格上イン

カメラ審理を要しない場合がある。 

 

７ ヴォーンインデックス 

平成２０年度の答申（６７８件）についてみると，諮問庁から設置法９条３項の資料（ヴ

ォーンインデックス）の提出を受けたとの記載があるものはない。 

（注） ただし，これをヴォーンインデックスと呼ぶことが適当であるかどうかは別として，諮問庁が

自主的に，あるいは事務局の要請に応じて開示請求対象文書の内容を整理して提出している場合

がある。 

 



 - 10 -

Ⅲ 個人情報保護 

 

１ 諮問・答申件数 

  平成２０年度の諮問件数は３２９件，答申件数は２７２件，未済件数は１２７件とな

っている。 

  なお，平成１７年度からの総諮問件数は７０８件，総答申件数は５５２件となってい

る。 

 

○個人情報保護関連 

[平成２０年度]                   （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 

行政機関 ２８９ ２３５    １９ 

独立行政法人等 ４０ ３７     １ 

累  計 ３２９ ２７２    ２０ 

 

 

＜行政機関＞                  （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 

開示請求関連 ２７５ ２３２    １９ 

訂正請求関連    １１     ３     ０ 

利用停止請求関連     ３     ０     ０ 

累  計 ２８９ ２３５    １９ 

 

 

 ＜独立行政法人等＞               （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 

開示請求関連 ３６ ３１     １ 

訂正請求関連     ３     ５     ０ 

利用停止請求関連     １     １     ０ 

累  計 ４０ ３７     １ 

 

 

［平成１７年度～平成２０年度］                  （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 未済件数 

（年度末） 

行政機関 ５６０ ４３９    ２５ ９６ 

独立行政法人等 １４８ １１３     ４ ３１ 

累  計 ７０８ ５５２    ２９ １２７ 
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２ 答申結果の分類 

平成２０年度に出された答申件数（２７２件）のうち，諮問庁の判断は妥当でないと

したもの（一部妥当でないとしたものを含む。）は，４３件（１５．８％）である。 

 

諮問庁の判断は妥当でないとしたもの １３（ ４．８％） 

諮問庁の判断は一部妥当でないとしたもの ３０（１１．０％） 

諮問庁の判断は妥当であるとしたもの ２２９（８４．２％） 

 

３ 平均処理期間・審議回数 

  平成２０年度の答申（２７２件）について，平均処理期間は１１７．０日，平均審議

回数は１．５回であり，最短の事件では２７日で処理が終了しており（平成２０年度（行個）

答申第１７８号及び平成２０年度（行個）答申第１７９号），最長の事件では６０９日かかってい

る（平成２０年度（行個）答申第３４号）。 

  なお，答申までの所要日数の分布をみると，次のとおり，２か月で答申をしたものが

最も多くなっている。 

 

所要日数 答申数（件） 割合（％） 

１か月以内      ５ １．８ 

２か月以内 １２２ ４４．９ 

３か月以内 ５１ １８．８ 

４か月以内      ７ ２．６ 

５か月以内     １０ ３．７ 

６か月以内     １１ ４．０ 

７か月以内 １７ ６．３ 

８か月以内     １５ ５．５ 

９か月以内  ８ ２．９ 

１０か月以内      ２ ０．７ 

１１か月以内      ７ ２．６ 

１２か月以内      ３ １．１ 

４００日以内      ４ １．５ 

５００日以内      ７ ２．６ 

６００日以内      ２ ０．７ 

６００日超      １ ０．４ 

（注）１か月＝３０日として集計 
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４ 口頭意見陳述及び口頭説明聴取の実績 

  平成２０年度の答申（２７２件）についてみると，不服申立人から口頭意見陳述を聴

取したとする記載のあるものはなく，諮問庁から口頭説明を聴取したとする記載のある

ものは１７件である。 

（注）１ 一つの事件について，双方ともに実施される場合もある。 

２ 部会又は指名委員による聴取実績である。  

 

５ 特徴のある事件 

存否応答拒否事件，不存在事件等の特徴のある諮問事件については，平成２０年度の

状況は以下のとおりであり，不存在事件が全諮問事件数の７．９％と最も多く，次に存

否応答拒否事件が全体の２．１％と多い。 

 

（単位：件，％） 

諮 問 答 申 

区 分 
件数 

全諮問件数に 

占める割合 
件数 

全部を妥当でな

いとした答申数

不存在事件 ２６ ７．９ ２０ ２ 

存否応答拒否事件  ７ ２．１  ６ ３ 

保有個人情報の特定を争う事件  ６ １．８  ２ １ 

適用除外事件     ３ ０．９     ４ ０ 

逆ＦＯＩＡ事件  ０ ０．０     ０ ０ 

保有個人情報非該当事件     ５ １．５     ３ ３ 

 

５－１ 不存在事件 

  不存在事件については，平成２０年度では２６件の諮問を受け，平成１９年度以前の

答申所要日数 

（件数） 

（所要日数） 
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諮問も含め，２０件について答申を出している。 

この不存在事件に関する答申のうち，妥当でないとされたものは２件（注）である。 

（注） 平成２０年度（行個）答申第２３２号及び平成２０年度（独個）答申第２号 

 

５－２ 存否応答拒否事件 

  存否応答拒否事件については，平成２０年度に７件の諮問を受け，６件について答申

を出している。 

この存否応答拒否に関する答申のうち，妥当でないとされたものは３件（注）である。 

（注） 平成２０年度（行個）答申第１９２号，平成２０年度（行個）答申第１９３号及び平成２０年

度（行個）答申第２３３号 

 

５－３ 保有個人情報の特定を争う事件 

  保有個人情報の特定を争う事件については，平成２０年度に６件の諮問を受け，平成

１９年度の諮問を含め，２件について答申が出されている。 

この保有個人情報の特定を争う事件に関する答申のうち，妥当でないとされたものは

１件（平成２０年度（行個）答申第１７号）である。 

 

５－４ 適用除外事件 

  適用除外事件については，平成２０年度に３件の諮問を受け，平成１９年度の諮問を

含め，４件の答申を出している。 

この適用除外事件に関する答申のうち，妥当でないとされたものはない。 

 

５－５ 逆ＦＯＩＡ（第三者不服申立て）事件 

処分庁が開示するとした部分について，第三者が当該部分の不開示を求める逆ＦＯＩ

Ａに関する事件については，平成２０年度に受け付けた諮問はなく，答申も出されてい

ない。 

 

５－６ 保有個人情報非該当事件 

保有個人情報非該当事件については，平成２０年度に５件の諮問を受け，平成１９年

度の諮問も含め，３件の答申を出している。 

これら保有個人情報非該当事件に関する答申（平成２０年度（行個）答申第２１９号，平成

２０年度（行個）答申第２２０号及び平成２０年度（独個）答申第２２１号）は，すべて妥当でな

いとされている。 

 

６ インカメラ 

  平成２０年度の答申（２７２件）についてみると，対象保有個人情報を見分したとの

記載があるのは６０件となっている。 

（注） 答申の調査審議の経過欄に，「本件対象保有個人情報の見分」と記載されている答申数である。

対象保有個人情報が不存在である場合など，事柄の性格上インカメラ審理を要しない場合がある。 

 

７ ヴォーンインデックス 

平成２０年度の答申（２７２件）についてみると，諮問庁から設置法９条３項の資料（ヴ

ォーンインデックス）の提出を受けたとの記載があるものはない。 
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Ⅳ  付言の実績 

当審査会では，答申において，諮問庁（又は処分庁）における情報公開・個人情報保護

制度の運用が不適切である場合や，同制度の運用そのものの問題ではないにしても，同制

度の円滑かつ適切な運用を行うために必要な措置について付言を行うことがある。 

平成２０年度の答申を整理すると，４３件の答申において付言がみられ，諮問の遅れな

ど８の項目にわたって意見が述べられている。 

主な項目別件数としては，諮問の遅れ・早期諮問に関する付言（２２件）が最も多く，

続いて，文書管理に関する付言（８件），開示の実施手続きについて付言したもの（３件），

文書等の特定について付言したもの（３件），補正に関する対応に関する付言（２件），開

示決定時の理由の提示について付言したもの（２件），情報提供について付言したもの（２

件）などという順になっている。 

各項目の主な付言内容は，以下のとおりである。 

（注） 一つの答申において，複数の項目にわたって付言しているものもある。 

 

 １） 諮問の遅れ・早期諮問について付言したもの（２２） 

  ・ 諮問庁の業務多忙等の事情を考慮したとしても，本件審査請求の内容，本件対象

文書の分量等から見て，審査請求から諮問までにこれほどの長期間を要したことを

正当化できるとは言えず，本件諮問は遅きに失したものと言わざるを得ない。諮問

庁においては，今後，開示決定等に対する不服申立てに対し，迅速かつ的確に対応

することが望まれる。（平成２０年（行情）答申第１０９号及び第１１０号） 

  ・ 審査請求から諮問までに１年６か月余りが経過しており，簡易迅速な手続きによ

る処理とは言い難いことから，諮問庁においては，今後，開示決定等に対する不服

申立事件における諮問に当たって，迅速かつ的確に対応することが望まれる。（平成

２０年度（行個）答申第９７号） 

など     

 

 ２） 文書管理について付言したもの（８） 

  ・ 当該独立行政法人の不適正な対応によって,異議申立人の開示請求権の実効性を喪

失させたと認められるので，今後，開示請求にかかる文書管理の在り方を是正すべ

きである。（平成２０年度（行情）答申第７６号ないし第７８号） 

  ・ 今後，諮問庁においては，行政文書の保存期間が満了して，実際に廃棄するに先

立ち，当該文書に対して開示請求がされているか否かを担当部署間で連絡を取って

確認するなど，文書管理の適正化を図ることが強く望まれるものである。（平成２０

年度（行情）答申第４１２号） 

など     
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 ３） 開示の実施手続について付言したもの（５） 

  ・ 印影のマスキングにより本来開示されるべき部分が隠れてしまう場合であって，

開示請求者から求めがある場合には，開示の実施の際に適切な方法で教示するなど，

諮問庁において適切に対応することが望まれる。（平成２０年度（行情）答申第２７

７号） 

  ・ 今後，開示決定に係る文書の写しを作成する際には，当該文書の内容が明瞭に複

写されているか確認するなど，適切に処理することが強く望まれるものである。（平

成２０年度（行個）答申第２１６号） 

など 

  

４） 補正に関する対応について付言したもの（２） 

  ・ 処分庁から審査請求人に対する適切な教示もなく，また，補正の意思を書面等に

より明確に確認しないまま，かかる補正が行われたことを前提に原処分を行ったこ

とは，極めて不適切であったと言わざるを得ず，今後の開示決定に係る事務処理に

おいて，適切な対応が望まれる。（平成２０年度（行情）答申第４６３号） 

  ・ 本件「補正」は，異議申立人本人ではなく，処分庁の担当職員が行ったことが認

められ，異議申立人も，本件法人文書開示請求書につき，処分庁が不適切な補正を

行ったとして不服を申し立てている。このような処分庁の対応は，本件につき，補

正の手続及びその内容を不明にしたものであって，少なくとも適正を欠くと言わざ

るを得ず，遺憾である。諮問庁において，今後，情報公開制度に関する事務処理手

続の適正化を図るよう望むものである。（平成２０年度（独情）答申第２８号）           

 

５） 開示決定時の理由の提示について付言したもの（２） 

  ・ 原処分における理由付記は，行政手続法８条の趣旨に照らし，適切を欠くもので

あると言わざるを得ず，諮問庁においては，本件についての改めての開示決定等を

始め，今後の対応においては上記の点につき留意すべきである。（平成２０年度（行

情）答申第８４号） 

  ・ 諮問庁は，原処分の不開示理由における廃棄に関する記載は不正確であったとし

ているが，今後の開示決定に係る事務処理において，適切な対応が望まれる。（平成

２０年度（行個）答申第３２号） 

 

６） 情報提供について付言したもの（２） 

  ・ 自己情報については，行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律に基づく

開示請求を行うことができる旨の教示を明確に行っていなかった疑念を払しょくで

きず，今後は，自己情報の開示請求に係る事務手続において，適切な対応をするこ

とが望まれる。（平成２０年度（行情）答申第５５５号） 

                                    など 
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７） その他（１） 

・ 処分庁において，原処分に先立つ１回目の不開示決定に対する審査請求を受け，

審査請求人に対して開示請求の意図を確認できる機会があったにもかかわらず，そ

れを行うことなく，同人の意図に沿わない文書について開示決定するために１回目

の不開示決定を撤回し，不服申立ての利益がなくなったとして当該審査請求を却下

したものであり，極めて不適切な対応であったと言わざるを得ない。諮問庁におい

ては，今後，かかる事態が発生することのないよう，開示請求及び不服申立てに係

る手続の適正化を図ることが強く望まれるものである。（平成２０年度（行情）答申

第４７７号） 
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【参考】平成２０年度に付言を行った答申一覧 

区  分 答 申 番 号 

１）諮問の遅れ・早期諮問につ

いて付言したもの（２２） 

平成２０年度（行情）答申第９２号 

平成２０年度（行情）答申第１０７号及び第１０８号 

平成２０年度（行情）答申第１０９号及び第１１０号 

平成２０年度（行情）答申第１３９号 

平成２０年度（行情）答申第１４０号 

平成２０年度（行情）答申第２０５号 

平成２０年度（行情）答申第２３０号 

平成２０年度（行情）答申第２８９号 

平成２０年度（行情）答申第３２１号 

平成２０年度（行情）答申第３５８号 

平成２０年度（行情）答申第４０６号 

平成２０年度（行情）答申第４１４号 

平成２０年度（行情）答申第４７６号 

平成２０年度（行情）答申第５０９号 

平成２０年度（行情）答申第５４２号 

平成２０年度（行情）答申第５５５号 

平成２０年度（行情）答申第５５６号 

平成２０年度（行情）答申第５８６号 

平成２０年度（行個）答申第１７号 

平成２０年度（行個）答申第９７号 

平成２０年度（行個）答申第１５７号 

平成２０年度（行個）答申第１６５号 

２）文書管理について付言した

もの（８） 

平成２０年度（行情）答申第１３９号 

平成２０年度（行情）答申第１４０号 

平成２０年度（行情）答申第３３０号 

平成２０年度（行情）答申第４１２号 

平成２０年度（行情）答申第４４９号及び第４５２号 

平成２０年度（行情）答申第４５０号及び第４５１号 

平成２０年度（行情）答申第５８６号 

平成２０年度（独情）答申第７６号ないし第７８号 

３）開示の実施手続きについて

付言したもの（５） 

平成２０年度（行情）答申第２７７号 

平成２０年度（行情）答申第３８４号 

平成２０年度（行個）答申第２１６号 

平成２０年度（行情）答申第４０６号 

平成２０年度（行情）答申第４７６号 
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４）補正に関する対応について

付言したもの（２） 

平成２０年度（行情）答申第４６３号 

平成２０年度（独情）答申第２８号 

５）開示決定時の理由の提示に

ついて付言したもの（２） 

平成２０年度（行情）答申第８４号 

平成２０年度（行個）答申第３２号 

６）情報提供について付言した

もの（２） 

平成２０年度（行情）答申第５５５号 

平成２０年度（行情）答申第５５６号 

７）その他の付言（１） 平成２０年度（行情）答申第４７７号 

（注） 平成２０年度（行情）答申第１３９号，平成２０年度（行情）答申第１４０号，平成２０年度（行

情）答申第４０６号，平成２０年度（行情）答申第４７６号，平成２０年度（行情）答申第５５５

号，平成２０年度（行情）答申第５５６号及び平成２０年度（行情）答申第５８６号においては，

複数の項目にわたって付言している。 
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